
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 事  業

特定非営利活動法人 つばみ
1 事業の成果
令和 4年度は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 (以下、障害者支援法)に基づき、

区内および近隣区の精神障害者を主として、相談支援、生活支援、就労支援、居住支援、サービス等利用計画作

成、地域移行 。地域定着支援などを行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 】千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

(1)障害者総合
支援法 に基づ
く地域生活支
援事業

地域活動支援セ
運営し、また、
談・訪問等によ
の地域生活をサ
た。

ンターを
電話・面
り障害者
ポー トし

通年

江戸川区

内の法人

施設

10
東京都内の

障害者

延ベ

6,574
人

27,242

(2)障害者総合
支援法に基づ
く一般相談支
援事業

地域移行支援及
着支援をおこな

び地域定
った。 通年

江戸川区

内の法人

施設

3
東京都内の

障害者
4人 218

(3)障害者総合
支援法 に基づ
く特定相談支
援事業

計画相談支援としてサー
ビス利用等計画の作成及
び、継続サービス利用 (モ
ニタリング)、 且つ障害者
からの相談支援を行っ
た。

通年

江戸川区

内の法人

施設、利

用 者 自

宅・通所

先等

6
東京都内の

障害者
85人 6,711

(4)障害者総合
支援法 に基づ
く障害福祉サ
ービス事業

就労移行支援事業所を運
営し、就労を希望する障
害者をサポー トした。

通年

江戸川区

内の法人

施設

8
東京都内の

障害者

定員
20名

45,834

(5)児 童福祉法
に基づ く特定
相談支援事業

障害児相談支援 として通
所サービスにおける障害
児支援利用計画の作成及
び継続障害児支援利用援
助 (モニタリング)を行
った。

通年

江戸川 区

内の法人

施設

0
東京都内の

障害児
0人 0

(6'障害者及 び
そ の家 族 に対
する日常生活・
就 労等 につ い
ての相談・支援
に関する事業

障害者及びその家族に対
する日常生活・就労・居
住等についての相談の受
付及び支援を行った。

通年

江戸川区

内の法人

施設

3
東京都内の

障害者
64人 11,282

(7)障害者 と地
域住民の交流
会・イベント等
の企画 。開催に
関する事業

季節
者支
どを
域住
た。

ごと
援に
企画
民の

の交流会、障害
関する講演会な
し、障害者と地
交流促進を図っ

計 5回

江戸川区

内の法人

施設、又

は公共施

設等

8

江戸川 区近

隣住民及び

障害者支援

に関心のあ

る人等

110人 0



法人名: 特定非営利活動法人 つぼみ

活勘量豊豊
令和4年  4月  1日 ～ 令和5年  3月  31日 まで

円)

科  目

89,831,547

549,130

52,000 90,432.677

1,825

500

1,038,872 1,041,197

7,132,500

45,894,134

11,845,092

11,589,753

346,943

3,080,853

79,889,275

3,555,809

522,435

6,307,652

1,738,000

12,123,896

1,073,038

26,920

21,022

133,094

4,109,947

561,480

1,814,189

1,505,722

220,440

0

95,300

0

0

548,228

0

0

0

48,960

10,158,340

92,013,171

91,473,874

71

147

10,

△ 10

０

一一〇

I経常収益
1.事業収益
運営費補助金等収入

利用者等収入

会費収入

2.その他収益
受取利息

受取配当金

雑収益

経常収益計
Π経常費用
1.事業費
(1)人件費
役員報酬

給料手当

賞与

法定福利費
福利厚生費

通勤手当

人件費計

(2)その他経費
業務委託費

支援交通費支出

地代家賃

減価償却費

その他経費計

事業費計
2.管理費
その他経費
通信運搬費

交際費

会議費
研修費
リース料

保険料
水道光熱費

消耗品費
広告宣伝費
修繕費

諸会費

新聞図書費
事務消耗品費

支払手数料

租税公課

支払利息

雑損失

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計
Ⅲ 特別費用

1.事業費
人件費
役員退職金

人件費計

事業費計
2.管理費
その他経費

解約違約金

その他経費計
その他経費

特別費用計

税引き前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額



法人名 : 特定非営利活動法人 つぼみ

貸借対照左
令和5年  3月  31日 現在

(単位 :円 )

科   目
I資産の部
1.流動資産
現金預金

未収入金

前払費用

流動資産合計
2.固定資産
(1)有形固定資産

建物附属設備
工具器具備品

有形固定資産計
(2)投資その他の資産

出資金

長期前払費用

保険積立金

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計
Ⅱ負債の部
1.流動負債
未払金

未払法人税等

預り金

流動負債合計
2.固定負債
固定負債合計

負債合計
Ⅲ正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額
正味財産合計

負債及び正味財産合計

140,446,399

2,973,526

0

143,419,925

77

3,518,228

0

3,518,228

145 379,932

3,830,335

15

3,830,350

50,000

368,747

1,228,740

1,647,487

2,920,265

70,000

527 963

156,147,950

△ 10,768,018

148.898。 160

金 額



財盗蓋表⊇注記

1_重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 NPO法人会計基準協議会)によっています。
(1) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2.事業費の内訳
事業費の区分は以下の通りです。

3.固 定資産の増減内訳

支援センター 就労支援 居住支援 就労移行
耽 万 疋 看 文

撼 計画相談 事業費計

5,430,000

6,815,998

1,525,472

528,876

3,108,835

111.305

4,035,895

1,346,289

274,761

749,672

7.160

2,790,800

821,265

192,360

714,751

7.160

21,251,418

5,713,799

844,460

4,331,468

833.117

4,747,901

2,157,206

321,280

1,545,631

29.188

1,350,000

10,368,532

2,083,506

692,950

2,484,797

92,715

6,780,000

50,010,544

13,647,537

2,854,687

12,935,154

1.080.645

(1)人件費
役員報酬

給料手当

賞与

通勤費

法定福利費

福利厚生費

人件費計 17.520.486 6.413.777 4.526.336 32.974.262 8.801.206 17.072.500 87.308.567

(2)その他経費
業務委託費

支援交通費支出

地代家賃

減価償却費

その他経費計 6.842.259

267,270

224,937

6,350,052

47.674

0

47,674

27.209

0

27,209

260,588

215,170

251,940

727.698

19,085

23.265

0

4,180

92,000

207,885

55,905

355.790

619,858

727,055

6,350,052

326,930

8.023.895

合  計 24.362.745 6.461.451 4.553.545 33.701.960 8.824.471 17.428.290 95,332,“ 2

期首取得価奪 期末帳簿価イ期末取得価場取得 減少科  目
有形固定資産

建物附属設備

工具器具備品

5,216,510

2.343.498

5,216,510

2.343.498

1,276,175

2,343.483

3,940,335

614.370

50,000

投資その他資産

出資金

保険積立金

50,000

9,967,430 614,370 9,967,430

50,000

614,370

17.577.438 614.370 9,967.430 8,224.378 3,619,658 4,604,720合  計

科  目



法人名 : 特定非営利活動法人 つぽみ

盟産旦鐘
令和5年  3月  31日 現在

(単位 :円 )

科  目 金  額
I資産の部
1.流動資産
現金預金

小口現金 地域活動支援センター

小口現金 就労移行支援事業所natura

普通預金 三井住友銀行 新小岩支店

普通預金 natura

普通預金 朝日信用金庫

普通預金 東京厚生信用組合

未収入金

流動資産合計

2.固定資産
(1)有形固定資産

建物附属設備

新センター改装費

ナチュラ看板
センター改修工事

工具器具備品

IT機器設備

通信機器設備

キャビネットー式

デスクチェアー式
パネルー式

オープンレンジ

湯沸かしポット

クリーナー

シュレッダー

ハンディライター

ァ
・
ジタルカメラ

冷蔵庫

ナチュラ備品一式
ノくソコン

ナチュラパソコン

有形固定資産計

(2)投資その他の資産

出資金

東京厚生信用組合

長期前払費用

更新料

保守料

保険積立金

日本生命

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Π負債の部

1.流動負債
未払金

3月 分社会保険料

日中活動系サービス推進費の返還

未払法人税等

法人税、住民税及び事業税

預り金

源泉所得税

住民税

流動負債合計

2.固定負債
固定負債合計

負債合計

正味財産

172,691

128,644

5,362,225

134,333,512

449,327

398

2,973,526

2,274,000

1

1,556,334

143,420,323

3,518,228

148,898,160

3,518,228

50,000

288,095

80,652

1,228,740

1,647,487

1,679,265

1,241,000

70,000

354,163

173,800

145,379,932



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 つ1」壺

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏    名

1 ① 監事
モ トジマカズアキ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日本島 一昭

2
′…ヽ
、喜観プ・監事

ん̀″J

ラムラ
オオムシ ユ ウコ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日り嚇喬 優子

3
′…ヽ

ョヽ貯′・監事
サ トウ フミヒコ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日佐藤 文彦

4 ① 監事
ミナガフ リュウタ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日皆川 隆太

5
⌒

理事・覧壺ン
= i)v tZ=* 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日小嶋 康之

6 理事・監事
令和年月日

令和年月日

年  月  日

年  月  日

7 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

8 理事 。監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日

9 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人  つばみ

氏    名

1 大橋 優子

2 佐藤 文彦

3 逆瀬川 亜希子

4 田中 正信

5 ボーン クロイド

6 皆川 隆太

7 本島 一昭

杉本 真也

9 長沢 知恵

10 鈴木 大樹

11 岡 聡

設立・事業報告用

8


